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信用事業取扱い実績等 
貯金 

 
科目別貯金残高 

増　減

30,144 【39.5】 31,918 【41.5】 1,774

　当座貯金 455 (1.5) 470 (1.5) 15

　普通貯金 29,401 (97.6) 31,149 (97.6) 1,748

　貯蓄貯金 287 (1.0) 299 (0.9) 12

　通知貯金 - - - - -

46,100 【60.4】 45,038 【58.5】 △ 1,062

　定期貯金 42,270 (91.7) 41,085 (91.2) △ 1,185

　　うち固定金利 42,265 - 41,079 - △ 1,186

　　うち変動金利 5 - 5 - 0

  定期積金 3,829 (8.3) 3,953 (8.8) 124

　  その他の貯金 40 【0.1】 29 【0.0】 △ 11

76,285 【100.0】 76,986 【100.0】 701

- - - - -

76,285 【100.0】 76,986 【100.0】 701

〔単位：百万円、％〕

２６年度 ２７年度

流動性貯金

定期性貯金

計

譲渡性貯金

合　　　計  
（注）１．流動性貯金＝当座貯金＋普通貯金＋貯蓄貯金＋通知貯金 
   ２．定期性貯金＝定期貯金＋定期積金 
   ３．固定金利定期：預入時に満期日までの利率が確定する定期貯金 
   ４．変動金利定期：預入期間中の市場金利の変化に応じて金利が変動する定期貯金  
   ５．（  ）内は構成比です。 

 
 
科目別貯金平均残高 

増　減

    流動性貯金 27,529 (37.4) 30,028 (39.6) 2,499

    定期性貯金 46,006 (62.5) 45,797 (60.4) △ 209

    その他の貯金 38 (0.1) 29 (0.0) △ 9

　　    計 73,574 【100.0】 75,855 【100.0】 2,281

    譲渡性貯金 - - -

　  合　　計 73,574 【100.0】 75,855 【100.0】 2,281

〔単位：百万円、％〕

２６年度 ２７年度

（注）１．流動性貯金＝当座貯金＋普通貯金＋貯蓄貯金＋通知貯金 
   ２．定期性貯金＝定期貯金＋定期積金 
   ３．（  ）内は構成比です。 
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貸出金 

科目別貸出金残高 

増　減

 手形貸付金 △ 342

 証書貸付金 △ 876

 当座貸越 △ 144

 割引手形 △ 68

 金融機関貸付 300

 合　　計 △ 1,129

（単位：百万円）

２６年度 ２７年度

1,776

32,406

2,439

90

3,800

40,512

1,434

31,530

2,295

22

4,100

39,383

科目別貸出金平均残高 

２６年度 ２７年度 増　減

 手形貸付 1,670 1,927 257

 証書貸付 32,243 31,947 △ 296

 当座貸越 2,630 2,523 △ 107

 割引手形 88 45 △ 43

 金融機関貸付 3,800 3,916 116

 合　　計 40,433 40,360 △ 73

（単位：百万円）

貸出金の金利条件別内訳残高 

増　減

 固定金利貸出 25,701 (63.4) 25,201 (64.0) △ 500

 変動金利貸出 14,810 (36.6) 14,182 (36.0) △ 628

 合　　計 40,512 (100.0) 39,383 (100.0) △ 1,129

（単位：百万円、％）

２６年度 ２７年度

（注）（  ）内は構成比です。 
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貸出金の業種別残高 

(単位:百万円、％)
増減

農 業 16,855 (41.6) 16,298 (41.4) △ 557
林 業 - (0.0) - (0.0) -
水 産 業 - (0.0) - (0.0) -
製 造 業 536 (1.3) 413 (1.0) △ 123
鉱 業 - (0.0) - (0.0) -
建 設 業 51 (0.1) 43 (0.1) △ 8
不 動 産 業 1,783 (4.4) 1,567 (4.0) △ 216
電気・ガス・熱供給水道業 - (0.0) - (0.0) -
運 輸 ・ 通 信 業 200 (0.5) 168 (0.4) △ 32
卸 売 ・ 小 売 業 ・ 飲 食 店 633 (1.6) 485 (1.2) △ 148
サ ー ビ ス 業 1,086 (2.7) 966 (2.5) △ 120
金 融 ・ 保 険 業 3,800 (9.4) 4,100 (10.4) 300
地 方 公 共 団 体 376 (0.9) 254 (0.7) △ 122
そ の 他 15,190 (37.5) 15,086 (38.3) △ 104
合 計 40,512 (100.0) 39,383 (100.0) △ 1,129

２６年度 ２７年度

（注）（  ）内は構成比です。 

主要な農業関係の貸出金残高 

１．営農類型別
(単位：百万円）

種類 ２６年度 ２７年度 増減

農業 15,295 14,874 △ 421

穀作 38 38 0

野菜・園芸 12,945 12,605 △ 340

果樹・樹園農業 627 600 △ 27

養豚・肉牛・酪農 181 159 △ 22

その他農業 1,502 1,471 △ 31

合計 15,295 14,874 △ 421

(注) 1．農業関係の貸出金とは、農業者、農業法人および農業関連団体等に対する農業生産・農業経営に必要

   な資金や、農産物の生産・加工・流通に関係する事業に必要な資金等が該当します。

なお、前記「貸出金の業種別残高」の「農業」は、農業者や農業法人等に対する貸出金の残高です。

　　 2．「その他農業」には、複合経営で主たる業種が明確に位置づけられない者、農業サービス業、農業所

   得が従となる農業者等が含まれています。

２．資金種類別

　＜貸出金＞
(単位：百万円）

種類 ２６年度 ２７年度 増減
プロパー資金 12,343 12,291 △ 52
農業制度資金 2,952 2,583 △ 369
　　農業近代化資金 2,559 2,214 △ 345
　　その他制度資金 392 368 △ 24
合計 15,295 14,874 △ 421

（注）1.プロパー資金とは、当組合原資の資金を融資しているもののうち、制度資金以外のものをいいます。

2.農業制度資金には、①地方公共団体が直接的または間接的に融資するもの、②地方公共団体が利子補

給等を行うことでＪＡが低利で融資するもの、③日本政策金融公庫が直接融資するものがあり、ここ

では①の転貸資金と②を対象としています。

3.その他制度資金には、農業経営改善促進資金や農業経営負担軽減支援資金などが該当します。
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２６年度 ２７年度 増　減

 貯金等 954 890 △ 64

 有価証券 - - -

 動  産 - - -

 不動産 20,986 20,422 △ 564

 その他担保物 1,190 1,054 △ 136

計 23,130 22,367 △ 763

 農業信用基金協会保証 12,384 12,031 △ 353

 その他保証 1,320 1,430 110

計 13,705 13,461 △ 244

 信　　用 3,676 3,554 △ 122

 合　　計 40,512 39,383 △ 1,129

（単位：百万円）

貯貸率・貯証率 

（注）１．貯貸率（期  末）＝貸出金残高／貯金残高×100 
２．貯貸率（期中平均）＝貸出金平均残高／貯金平均残高×100 
３．貯証率（期  末）＝有価証券残高／貯金残高×100 
４．貯証率（期中平均）＝有価証券平均残高／貯金平均残高×100 

貸出金の使途別内訳残高 

増　減

 設備資金 29,525 (72.9) 28,320 (71.9) △ 1,205

 運転資金 10,987 (27.1) 11,063 (28.1) 76

 合　　計 40,512 (100.0) 39,383 (100.0) △ 1,129

（単位：百万円、％）

２６年度 ２７年度

（注）（  ）内は構成比です。 

貸出金の担保別内訳残高 

債務保証見返額の担保別内訳残高 

該当ありません。 

（単位：％）

２６年度 ２７年度 増　減

 貯　貸　率

 期　  末 53.11 51.16 △ 1.95

 期 中 平 均 54.96 53.21 △ 1.75

 貯　証　率

 期　     末 0.00 0.00 0.00

 期 中 平 均 0.03 0.00 △ 0.03
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リスク管理債権残高

区 分 ２６年度末 ２７年度末 増　　減

 破綻先債権額　 　（Ａ） 4 4 0

 延滞債権額　 　（Ｂ） 3,237 3,395 158

 ３カ月以上延滞債権額（Ｃ） 43 42 △ 1

 貸出条件緩和債権額　（Ｄ） 142 86 △ 56

 合計（Ｅ＝Ａ＋Ｂ＋Ｃ＋Ｄ） 3,429 3,527 98

 担保・保証付債権額　（Ｆ） 1,057 916 △ 141

 個別貸倒引当金残高　（Ｇ） 2,170 2,408 238

  担保・保証等控除後債権額

 （Ｈ＝Ｅ－Ｆ－Ｇ）
202 203 1

（単位：百万円）

（注）１．破綻先債権 

元本又は利息の支払の遅延が相当期間継続していることその他の事由により元本又は利息の取立

又は弁済の見込みがないものとして未収利息を計上しなかった貸出金（貸倒償却を行った部分を除く。

以下「未収利息不計上貸出金」という。）のうち、法人税法施行令第 96条第１項第 3号のイからホま

でに掲げる事由又は同項第 4号に規定する事由が生じている貸出金です。 

２．延滞債権 

未収利息不計上貸出金であって、注１に掲げるもの及び債務者の経営再建又は支援を図ることを目

的として利息の支払いを猶予したもの以外の貸出金です。 

３．３カ月以上延滞債権 

元本又は利息の支払が約定支払日の翌月から３カ月以上遅延している貸出金（注１、注２に掲げる

ものを除く。）です。 

４．貸出条件緩和債権 

債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として、金利の減免、利息の支払猶予、元本の返済猶

予、債権放棄その他の債務者に有利となる取決めを行った貸出金（注１、注２及び注３に掲げるもの

を除く。）です。 

５. 「担保・保証付債権額(Ｆ)」は、「破綻先債権額(Ａ)」、「延滞債権額(Ｂ)」、「３カ月以上延滞債権額(Ｃ)」

および「貸出条件緩和債権額(Ｄ)」のうち貯金・定期積金、有価証券および不動産等の確実な担保付

の貸出金ならびに農業信用基金協会等確実な保証先による保証付貸出金についての当該担保・保証相

当額です。

６．「個別貸倒引当金勘定残高(Ｇ)」は、「破綻先債権額(Ａ)」、「延滞債権額(Ｂ)」、「３カ月以上延滞債権

額(Ｃ)」、「貸出条件緩和債権額(Ｄ)」のうち、すでに個別貸倒引当金に繰り入れた引当残高です。 

７．「担保・保証等控除後債権額(Ｈ)」は、「破綻先債権額(Ａ)」、「延滞債権額(Ｂ)」、「３カ月以上延滞債

権額(Ｃ)」および「貸出条件緩和債権額(Ｄ)」の合計額(Ｅ)から「担保・保証付債権額(Ｆ)」および

「個別貸倒引当金残高(Ｇ)」を控除した貸出金残高です。 
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担保 保証 引当 合計

破産更生債権およびこれ

らに準ずる債権
375 80 67 225 373

危険債権 3,022 429 276 2,182 2,888

要管理債権 127 62 - 23 85

小　　計 3,526 571 343 2,431 3,347

正常債権 35,920

合　　計 39,446

保全額

債務者区分 債権額

（単位：百万円）

金融再生法開示債権区分に基づく保全状況 

（注）１． 上記の債権区分は、「金融機能の再生のための緊急措置に関する法律」（平成 10 年法律第 132 号）

第 6条に基づき、債務者の財政状態及び経営成績等を基礎として、次のとおり区分したものです。な

お、当 JA は同法の対象とはなっていませんが、参考として同法の定める基準に従い債権額を掲載し

ております。 

２． 破産更生債権及びこれらに準ずる債権とは、破産、会社更生、再生手続等の事由により経営破綻に

陥っている債務者に対する債権及びこれらに準ずる債権(以下、破産更生債権等という)です。 

３． 危険債権とは、債務者が経営破綻の状態には陥っていないが、財政状態及び経営成績が悪化し、契

約に従った債権の元本の回収及び利息の受取ができない可能性の高い債権です。  

４． 要管理債権とは、自己査定において要注意先に区分された債務者に対する債権のうち、３カ月以上

延滞債権及び貸出条件緩和債権に該当する貸出債権です。 

５． 正常債権とは、債務者の財政状態及び経営成績に特に問題のない債権であり、破産更生債権等、危

険債権、要管理債権以外の債権をいいます。 

６. 担保は、自己査定における優良担保(貯金等、国債等の信用度の高い有価証券及び決済確実な商業

手形等)・一般担保(優良担保以外で客観的な処分可能性のあるもの)の処分可能見込額を記載してい

ます。

７. 保証は、自己査定による優良保証(公的信用保証機関等)の額を記載しています。

８. 引当は、破産更生債権及びこれらに準ずる債権及び危険債権に対する個別貸倒引当金額、要管理先

債権に対する一般貸倒引当金額を記載しています。

元本補てん契約のある信託に係る貸出金のリスク管理債権の状況 

該当ありません。 

貸倒引当金の期末残高及び期中増減額 

区　分 期　首 期　中 期末 期　首 期　中 期末

残　高 増加高 目的使用 その他 残高 残　高 増加高 目的使用 その他 残高

一般貸倒

引当金

個別貸倒

引当金

合　　計 2,323 2,576 17 2,305 2,576 2,576 2,834 - 2,576 2,834

371 406

1,952 2,170

406

2,17017

371

1,934

期中減少額 期中減少額

2,170 2,170

426

2,408

406 426

2,408-

406

（単位：百万円）

２６　年　度 ２７　年　度

貸出金償却額 

（単位：百万円） 

２６年度 ２７年度 

貸出金償却額 17 -
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有価証券等 

種類別有価証券平均残高 

商品有価証券種類別平均残高 

該当ありません。 

有価証券残存期間別残高 

取得価額又は契約価額、時価及び評価損益 

１．有価証券 

（１）有価証券の時価情報

・売買目的有価証券…………………………………該当ありません。 

・満期保有目的の債権で時価のあるもの…………該当ありません。 

・その他有価証券で時価のあるもの

（注）その他有価証券のうち時価のあるものについては時価評価を行っております。 

なお、その他有価証券に係る評価差額から繰延税金負債 1千円を差し引いた額 3千円が「その他有価証券評価

差額金」として貸借対照表に表示しています。 

（２）当期中に売却したその他有価証券は、ありません。

（３）時価のない有価証券は、所有しておりません。

（単位：百万円）

取得価格 時価 評価損益 取得価格 時価 評価損益

 国  債 2 2 0 1 1 0

 合　 　計 2 2 0 1 1 0

２６年度 ２７年度

２６年度 ２７年度 増　減

国 債 19 1 △ 18

合 計 19 1 △ 18

(単位：百万円)

1年超 ３年超 ５年超 ７年超

３年以下 ５年以下 ７年以下 10年以下

国　　債 0 1 - - - - - 2

1年超 ３年超 ５年超 ７年超

３年以下 ５年以下 ７年以下 10年以下

国　　債 1 - - - - - - 1

１０年超
期間の定め

ないもの
合　計1年以下

平成２７度

（単位：百万円）

1年以下 １０年超
期間の定め

ないもの
合　計

平成２６度
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２．金銭信託 

該当ありません。 

３．デリバティブ取引 

該当ありません。 

４．金融等デリバティブ取引 

 該当ありません。 

５．有価証券関連店頭デリバティブ取引 

 該当ありません。 

金融派生商品および先物外国為替取引 

 該当ありません。 

上場先物取引所に係る未決済の先物取引 

 該当ありません。 

為替業務等 

内国為替取扱実績 

外国為替取扱実績 については該当ありません。 

外貨建資産残高 については該当ありません。 

仕　　向 被仕向 仕　　向 被仕向

送金・振込為替（件数） (41,595) (122,575) (37,719) (122,998)

金額 31,361 28,863 28,897 28,711

代金取立 為 替（件数） (1) (5) (1) (16)

金額 4 0 0 2

雑　為　替　　（件数） (1,400) (1,988) (1,355) (1,700)

金額 105 586 84 347

合　　計　　（件数） (42,996) (124,568) (39,075) (124,714)

金額 31,471 29,450 28,982 29,060

２６年度

（単位：件、百万円）

２７年度
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平残・利回り等 

利益総括表 

資金運用収支の内訳 

（注） 

１．総資金利ざや＝資金運用利回り－資金調達原価率（資金調達利回り＋経費率） 

２．資金運用勘定の利息欄の預金には、信連からの事業分量配当金、貯蓄奨励金が含まれています。 

受取・支払利息の増減額 

（注） 

１．増減額は前年度対比です。 

２．受取利息の預金には、信連からの事業分量配当金、貯蓄奨励金が含まれています。 

２６年度 ２７年度 増　減

資金運用収支 971 962 △ 9

役務取引等収支 22 22 0

その他信用事業収支 △ 327 △ 313 14

信用事業粗利益 666 671 5

 （信用事業粗利益率） 0.88 0.85 △ 0.03

事業粗利益 2,305 2,377 72

 （事業粗利益率） 2.73 2.72 △ 0.01

（単位：百万円、％）

平均残高 利息 利回り 平均残高 利息 利回り

資金運用勘定 76,768 1,019 1.33 78,898 1,013 1.28

うち預金 36,266 266 0.73 38,536 278 0.72

うち有価証券 19 0 0.97 1 0 0.54

うち貸出金 40,433 753 1.86 40,360 735 1.82

資金調達勘定 73,730 48 0.07 76,055 51 0.07

うち貯金・定期積金 73,574 48 0.07 75,855 51 0.07

うち譲渡性貯金 － － － － － －

うち借入金 163 0 0.03 199 0 0.01

総資金利ざや

(単位:百万円、％)

0.58% 0.62%

26年度 27年度

（単位：百万円）

２６年度増減額 ２７年度増減額

20 △ 6

うち貸出金 △ 2 △ 18

うち有価証券 △ 4 0

うち預け金 28 11

0 3

うち貯金・定期積金 0 3

うち譲渡性貯金 － －

うち借入金 0 0

20 △ 9差  引

受取利息

支払利息
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利益率 

（注）算出方法は以下のとおり 

１．総資産経常利益率＝経常利益／総資産（債務保証見返を除く）平均残高×100 

２．資本経常利益率＝経常利益／純資産勘定平均残高×100 

３．総資産当期純利益率＝当期剰余金（税引後）／総資産（債務保証見返を除く）平均残高×100 

４．資本当期純利益率＝当期剰余金（税引後）／純資産勘定平均残高×100 

最近５年間の主要な経営指標 

 (注) 

１．経常収益は各事業収益の合計額を表しています。 

２．当期剰余金は、銀行等の当期利益に相当するものです。 

３．信託業務の取り扱いは行っていません。 

４．「単体自己資本比率」は、「農業協同組合等がその経営の健全性を判断するための基準」（平成１８年金融庁・

農水省告示第２号）に基づき算出しております。なお、平成 25年度以前は旧告示（バーゼルⅡ）に基づく単体

自己資本比率を記載しています。 

２６年度 ２７年度 増　減

 総資産経常利益率 0.38 0.42 0.04

 資本経常利益率 4.07 4.57 0.50

 総資産当期純利益率 0.23 0.23 0.00

 資本当期純利益率 2.45 2.54 0.09

（単位：％）

２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２７年度

経常収益 11,294 9,656 10,108 10,313 10,826

信用事業収益 1,121 1,078 1,088 1,103 1,090

共済事業収益 642 615 606 578 581

農業関連事業収益 9,382 7,812 8,269 8,470 8,986

生活その他事業収益 95 95 100 104 103

営農指導事業収益 52 53 44 56 64

経常利益 336 291 398 323 370

当期剰余金（注） 178 109 133 194 206

出資金 2,445 2,461 2,467 2,456 2,452

（出資口数） (2,445,128口) (2,461,147口) (2,467,871口) (2,456,430口) (2,452,116口)

純資産額 7,776 7,849 7,948 8,092 8,253

総資産額 85,225 84,867 85,413 88,251 89,241

貯金等残高 73,267 72,830 73,581 76,285 76,986

貸出金残高 38,615 37,920 39,318 40,512 39,383

有価証券残高 428 424 28 2 1

剰余金配当金額

・出資配当の額 24 24 24 24 24

・事業利用分量配当の額 10 10 10 10 10

職員数 179 178 174 176 172

単体自己資本比率　(％) 18.97 19.65 19.26 18.75 18.81

（単位：百万円、人、％）
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その他経営諸指標 

(注)  

１．店舗数は、信用・共済事業は 25年度は本所の 1店舗、26年度、27年度は中央店・西部店・北部店の３店舗、

経済事業は本所、事業所の合計 10店舗です。 

２５年度 ２６年度 ２７年度

一職員当たり貯金残高 423 433 448

一店舗当たり貯金残高 73,581 25,428 25,662

一職員当たり貸出金残高 226 230 229

一店舗当たり貸出金残高 39,318 13,504 13,128

一職員当たり長期共済保有高 1,958 1,902 1,915

一店舗当たり長期共済保有高 340,714 111,567 109,814

一職員当たり購買品供給高 35 36 39

一職員当たり販売品販売高 140 144 156

一店舗当たり購買品供給高 610 626 666

経済事業関係

（単位：百万円）

信用事業関係

共済事業関係
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共済事業取扱実績等 
長期共済保有高 

(注) １．金額は、保障金額（がん共済はがん死亡共済金額、医療共済及び定期医療共済は死亡給付金額（付加され

た定期特約金額等を含む）、年金共済は付加された定期特約金額）を表示しています。 

 ２．こども共済は、養老生命共済の内書として表示しています。 

医療系共済の入院共済金額保有高 

(注) 金額は、入院共済金額を表示しています。 

年金共済の年金保有高 

(注) 金額は、年金年額（利率変動型年金は最低保証年金額）を表示しています。 

短期共済新契約高 

(注) １．金額は、保障金額を表示しています。 

   ２．自動車共済、賠償責任共済、自賠責共済は掛金総額です。 

新契約高 保有契約高 新契約高 保有契約高

849,544 11,270,182 644,952 10,996,741

27,800 86,500 26,030 100,830

433,077 6,193,859 408,893 5,803,939

48,050 1,644,910 62,820 1,668,360

135,780 744,625 120,940 774,545

- 47,900 - 39,000

- 55,320 - 50,120

17,487 21,834 17,108 38,688

- 4,300 - 4,300

1,190,473 15,045,633 1,014,059 15,136,158

2,654,161 33,470,154 2,231,983 32,944,323

建物更生共済

合　計

終身共済

定期生命共済

養老生命共済

(単位：万円)
２６年度 ２７年度

がん共済

医療共済

生
命
総
合
共
済

年金共済

うちこども共済

定期医療共済

種　　類

介護共済

(単位：万円)

金 額 掛 金 金 額 掛 金

火 災 共 済 3,100,493 2,468 3,109,945 2,474

自 動 車 共 済 36,321 36,875

傷 害 共 済 6,730,900 3,553 6,742,650 3,414

団 体 定 期 生 命 共 済 - - - -

定 額 定 期 生 命 共 済 - - - -

賠 償 責 任 共 済 80 81

自 賠 責 共 済 8,942 8,962

合 計 51,366 51,809

２６年度 ２７年度
種 類

新契約高 保有高 新契約高 保有高

581 3,851 458 4,174

170 1,046 211 1,153

1 211 1 189

752 5,109 671 5,517

(単位：万円)
２６年度 ２７年度

医療共済

合　計

種　　類

がん共済

定期医療共済

新契約高 保有高 新契約高 保有高

14,943 160,374 14,893 161,381

- 97,052 - 99,498

14,943 257,427 14,893 260,880

(単位：万円)
２６年度 ２７年度

年金開始前

年金開始後

計

種　　類
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肥　　料

農　　薬

飼　　料

農業機械

施設資材

そ の 他

合　　計

(単位：千円)

種　類
２６　年　度 ２７　年　度

取扱高 取扱高

168,047

346,168

18,476

13,098

159,145

546,907

20,880

6,662,162

192,322

5,528,593

6,266,706

14,322

244,432

5,676,476

(単位：千円)
２６年度 ２７年度

1,494 1,513

1,324 757

- -

2,818 2,270

- -

- -

1,091 1,197

1,091 1,197

1,727 1,073

項　　　目

収
　
　
益

保　管　料

荷　役　料

その他の収益

計

差　　引

費
　
　
用

倉庫材料費

倉庫労務費

その他の費用

計

経済事業取扱実績等 
販売取扱実績 

生産資材取扱実績 

農業倉庫事業収支の状況 

取扱高 手数料 取扱高 手数料

米 60,169 3,168 56,858 1,737

果　実 4,667,587 80,270 5,176,807 88,994

きのこ 19,913,907 321,633 20,887,502 322,356

畜　産 80,270 76 86,581 81

野　菜 397,804 9,450 375,223 8,644

花 251,338 5,320 261,381 5,497

その他 8,315 390 10,380 487

合　計 25,379,390 420,310 26,854,732 427,799

(単位：千円)

種　類
２６　年　度 ２７　年　度

− 82 −



- 83 - 

２６年度 ２７年度 ２６年度 ２７年度

1,347 1,372 31,532 31,094

4,350 3,495 24,869 33,545

2,512 2,166

2,660 2,488

12,434 12,451

46 130

78 109

26,876 20,118

7,258 7,751

57,564 50,084 56,401 64,639

190 556 61 49

2,529 2,485 21 138

2,720 3,042 82 187

60,285 53,126 56,484 64,827

198,980 222,880 202,781 211,179

259,265 276,007 259,265 276,007

支　　　　　出

　　営農改善費 　　 賦課金

科　　目 科　　目

(単位：千円)

収　　　　　入

合　　　計 合　　　計

事業管理費 　他事業より繰入金

（小　　計） （小　　計）

　　特産改善費

　　教育情報費

　　組織活動費

　営農指導支出  　営農指導収入

　　園芸改善費

　　教育情報費

　　生活改善費

　　その他指導支出

　　指導研究開発費

　　　指導事業補助金

（指導支出計）

　　 実費収入

（営農指導収入合計）

その他指導収入

　　　実費収入

（指導収入計）

　　農政活動費

（営農指導支出合計）

　その他指導支出

　　地域開発対策費

種菌センター事業 　 (単位：本)
品　目 ２６年度 ２７年度

エノキタケオガ種菌 312,498 221,612

ブナシメジ 2,603,206 2,940,547

その他きのこ 1,061,246 1,036,329

計 3,976,950 4,198,488

エノキタケ 液体種菌 8,990 8,849

（単位：千円）

科　　　目 ２６年度 ２７年度

　種　菌　代 759,721 810,555

　きのこ販売代 7,589 5,212

　貸出コンテナ代 39,191 41,621

　雑　収　入 5,199 1,583

計 811,701 858,972

　種菌生産費 463,230 455,415

　研　究　費 6,996 7,791

　管　理　費 152,729 167,589

　人　件　費 181,251 178,486

　業　務　費 1,552 1,652

　種菌運搬費 3,844 3,399

　きのこ生産費 937 686

　雑　　　費 559 742

計 811,102 815,764

599 43,207　差　　　引

収

益

費

用

指導事業収支の状況 

その他の事業 
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